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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記一般式（１）で表されるイリジウム錯体。
【化１】

(上記一般式（１）中、Ｒ3はフッ素原子、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ4は、水素原子、炭素数１－２０
のアルキル基、炭素数１－２０のアルコキシ基または炭素数０－２０のアミノ基であり、
Ｒ5－Ｒ8は水素原子、炭素数１－２０のアルキル基、炭素数６－２０のアリール基、ハロ
ゲン原子、またはシアノ基であり、ただし、Ｒ5またはＲ7の少なくともいずれかはフッ素
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原子である。炭素数１－２０のアルキル基および炭素数６－２０のアリール基は更にハロ
ゲン原子で置換されていても良い。Ｌ1は含窒素ヘテロ環配位子、ジケトン配位子、カル
ボン酸配位子、ピラゾリルボレート配位子、リン配位子、ハロゲン配位子を表す。ｎ1は
１～３の整数を表し、ｎ2は０～４の整数を表す。)
【請求項２】
　Ｒ6またはＲ8の少なくとも一つはトリフルオロメチル基である請求項１に記載のイリジ
ウム錯体。
【請求項３】
　Ｒ5およびＲ7がともにフッ素原子である請求項１または２に記載のイリジウム錯体。
【請求項４】
　Ｌ1が、下記一般式（２）で表される配位子である請求項１乃至３何れかに記載のイリ
ジウム錯体。
【化２】

(上記一般式（２）中、Ｒ12はフッ素原子、Ｒ10、Ｒ11、Ｒ13は、水素原子、炭素数１－
２０のアルキル基、炭素数１－２０のアルコキシ基または炭素数０－２０のアミノ基であ
り、Ｒ14－Ｒ17は水素原子、炭素数１－２０のアルキル基、炭素数６－２０のアリール基
、ハロゲン原子、またはシアノ基であり、ただし、Ｒ14またはＲ16の少なくともいずれか
はフッ素原子である。炭素数１－２０のアルキル基および炭素数６－２０のアリール基は
更にハロゲン原子で置換されていても良い。)
【請求項５】
　Ｌ1が、下記一般式（３）で表される配位子である請求項１乃至３何れかに記載のイリ
ジウム錯体。

【化３】

(上記一般式（３）中、Ｒ20～Ｒ22は水素原子、Ｒ23は水素原子、水酸基またはメチル基
を表す。)
【請求項６】
　Ｌ1が、下記一般式（４）で表される配位子である請求項１乃至３何れかに記載のイリ
ジウム錯体。
【化４】
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(上記一般式（４）中、Ｒ30、Ｒ32はメチル基またはフェニル基を、Ｒ31は水素原子を表
す。)
【請求項７】
　Ｌ1が、下記一般式（５）で表される配位子である請求項１乃至３何れかに記載のイリ
ジウム錯体。
【化５】

(上記一般式（５）中、Ｒ40～Ｒ41は水素原子、フェニル基または１，２－ジアゾール－
１－イル基を表す。)
【請求項８】
　Ｌ1が、下記一般式（６）で表される配位子である請求項１乃至３何れかに記載のイリ
ジウム錯体。
【化６】

(上記一般式（６）中、ｎ3は１を表す。Ｘ1は水素原子を表す。Ｒ50～Ｒ57は、水素原子
を表す。）
【請求項９】
　Ｌ1が、下記一般式（７）で表される配位子である請求項１乃至３何れかに記載のイリ
ジウム錯体。

【化７】

(上記一般式（７）中、Ｒ60～Ｒ69は水素原子を表す。Ａは１，２－フェニレン基、メチ
レン基、またはビニレン基を表す。)
【請求項１０】
　Ｌ1が、下記一般式（８）で表される配位子である請求項１乃至３何れかに記載のイリ
ジウム錯体。
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【化８】

(上記一般式（８）中、Ｒ70～Ｒ73は水素原子を表す。ＹおよびＺは、窒素原子である。
Ｒ74、Ｒ75は存在しない。)
【請求項１１】
　Ｌ1が、下記一般式（９）で表される配位子である請求項１乃至３何れかに記載のイリ
ジウム錯体。
【化９】

(上記一般式（９）中、Ｒ80～Ｒ83は水素原子を表し、Ｒ84はトリフルオロメチルカルボ
ニル基を表す。)
【請求項１２】
　Ｌ1が、下記一般式（１０）で表される配位子である請求項１乃至３何れかに記載のイ
リジウム錯体。
【化１０】

(上記一般式（１０）中、Ｒ90はピリジン－３－イル基または５－ブロモ－ピリジン－３
－イル基を表す。)
【請求項１３】
　請求項１乃至１２何れかに記載のイリジウム錯体からなる発光材料。
【請求項１４】
　請求項１３に記載の発光材料を用いた発光素子。
【請求項１５】
　下記一般式（１１）で表されるイリジウム錯体。
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【化１１】

（一般式（１１）中、Ｒ102およびＲ110はフッ素原子、Ｒ100、Ｒ101、Ｒ103およびＲ108

、Ｒ109、Ｒ111は、水素原子、炭素数１－２０のアルキル基、炭素数１－２０のアルコキ
シ基または炭素数０－２０のアミノ基であり、Ｒ104－Ｒ107およびＲ112－Ｒ115は水素原
子、炭素数１－２０のアルキル基、炭素数６－２０のアリール基、ハロゲン原子、または
シアノ基であり、ただし、Ｒ104またはＲ106の少なくともいずれか、およびＲ112または
Ｒ114の少なくともいずれかはフッ素原子である。炭素数１－２０のアルキル基および炭
素数６－２０のアリール基は更にハロゲン原子で置換されていても良い。）
【請求項１６】
　請求項１５に記載のイリジウム錯体と請求項１に記載のＬ1とを反応させることを特徴
とする、請求項１乃至１２何れかに記載のイリジウム錯体の製造方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機電界発光（有機EL）素子用材料、エレクトロケミルミネッセンス（ECL
）素子材料、発光センサー、光増感剤、ディスプレイ、蛍光増白剤、写真用材料、レーザ
ー色素、カラーフィルター用染料、光通信、色変換フィルター、バックライト、照明、光
増感色素、各種光源などに有用な新規イリジウム錯体、並びに該化合物からなる青色発光
材料に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　有機電界発光（有機EL）素子は次世代の携帯情報端末などのディスプレイ素子として注
目されており、近年になって発光素子に用いられる各種有機材料の開発が活発に進められ
るようになってきた。ここで、発光材料に関して言えば、励起一重項からの発光を利用す
る蛍光材料と、励起三重項からの発光を利用する燐光材料に大きく分類できる。励起一重
項からの発光を用いる場合、一重項励起子と三重項励起子の生成比が１：３であるため発
光性励起種の生成確率が２５％であることと、光の取り出し効率が約２０％であるため、
外部取り出し量子効率の限界は５％とされている。一方で、これに励起三重項をも利用で
きると、内部量子効率の上限が１００％となるため、励起一重項の場合に比べて原理的に
発光効率が４倍となることから注目されている。
【０００３】
　燐光材料の中でも、トリス（２－フェニルピリジン）イリジウム錯体に代表されるオル
トメタル化イリジウム錯体は、発光効率の観点から有望視されており、特に注目されてい
る発光素子材料である（特許文献１）。近年では、発光素子材料として用いられる燐光材
料の開発が活発に行われているが、フルカラー表示に必要な３原色の中でも特に青色にお
いては十分な特性の燐光材料は得られていない。
【０００４】
　これまでに、青色発光特性を示す燐光性イリジウム錯体としては、２－フェニルピリジ
ン誘導体配位子のフェニル基の特定部位（２位および４位）にフッ素原子を導入したイリ
ジウム錯体が報告されている。例えば、下式（Ａ）～（Ｐ）で表される２-(２,４-ジフル
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（特許文献（２）～（１１）、非特許文献（１）～（５））。
【化１２】
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【化１３】

　しかし、これらのイリジウム錯体は、依然として発光に緑色成分が含まれているため、
青色燐光材料として必ずしも満足できるものではなく、新規燐光材料が渇望されている。
【０００５】
　さらに、特許文献（１２）～（１５）には、本発明と関連して、フッ素置換イリジウム
錯体（例えば、下式（Ｆ―１）～（Ｆ―３）など）が記載されているが、これらイリジウ
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ム錯体の発光特性に関する記載は全くなく、２－フェニルピリジン誘導体配位子のピリジ
ン環上のフッ素置換基とイリジウム錯体の発光特性の相関については、未だ明らかになっ
ていない。
【化１４】

【０００６】
【特許文献１】国際公開第 00/70655号パンフレット
【特許文献２】国際公開第 02/15645号パンフレット
【特許文献３】特許公開2002-117978 号公報
【特許文献４】特許公開2002-170684号公報
【特許文献５】特許公開2002-235076号公報
【特許文献６】特許公開2003-133074号公報
【特許文献７】特許公開2003-253128号公報
【特許文献８】特許公開2003-321546号公報
【特許文献９】特許公開2003-342325号公報
【特許文献１０】特許公開2005-38847号公報
【特許文献１１】特許公開2005-82598号公報
【特許文献１２】特許公開2003-113161号公報
【特許文献１３】特許公開2003-113163号公報
【特許文献１４】特許公開2003-113164号公報
【特許文献１５】特許公開2003-113190号公報
【非特許文献１】Applied Physics Letters 2003年　83巻　3818頁
【非特許文献２】Chemical Communication 2004年　1774頁
【非特許文献３】Advanced Materials 2005年　17巻　285頁
【非特許文献４】Inorganic Chemistry 2005年　44巻　1713頁
【非特許文献５】第５１回応用物理学関係連合講演会講演予稿集　３０ｐ－ＺＮ－５
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明の目的は、高輝度・高効率発光が可能で耐久性に優れた発光素子、並びに該発光
素子に使用でき、有機電界発光素子用材料、エレクトロケミルミネッセンス（ECL）素子
材料、発光センサー、光増感剤、ディスプレイ、蛍光増白剤、写真用材料、レーザー色素
、カラーフィルター用染料、光通信、色変換フィルター、バックライト、照明、光増感色
素、各種光源等にも適用できる新規な青色発光性イリジウム錯体を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者は、前述した２－フェニルピリジン誘導体配位子を有する公知イリジウム錯体
が、依然として、その発光に緑色成分が多く含まれている現状に鑑み、鋭意研究を重ねた
結果、イリジウム錯体の発光をさらに短波長シフトさせるためには、配位子である２－フ
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ェニルピリジン誘導体配位子のピリジン環に、置換フェニル基に対しメタ位（下式参照）
にフッ素原子を導入する手法が極めて有効であることを見出した。
　実際に、本手法により得られる新規イリジウム錯体が、ピリジン環上にフッ素原子を導
入していない公知イリジウム錯体と比較して、その発光が短波長シフトし、優れた青色発
光特性を示すことを見出し、本発明を完成するに至った。
【化１５】

【０００９】
　すなわち、本発明によれば、以下の発明が提供される。
　（１）　下記一般式（１）で表されるイリジウム錯体。
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【化１】

(上記一般式（１）中、Ｒ1～Ｒ8は水素原子または置換基を表す。ただし、Ｒ1またはＲ3

の少なくとも一つはフッ素原子であり、さらに、Ｒ5またはＲ７の少なくとも一つはフッ
素原子である。Ｌ1は含窒素ヘテロ環配位子、ジケトン配位子、カルボン酸配位子、ピラ
ゾリルボレート配位子、リン配位子、ハロゲン配位子を表す。ｎ1は１～３の整数を表し
、ｎ2は０～４の整数を表す。)
　（２）　Ｒ3がフッ素原子である前記１に記載のイリジウム錯体。
　（３）　Ｒ6またはＲ8の少なくとも一つはトリフルオロメチル基である前記１または２
に記載のイリジウム錯体。
　（４）　Ｒ5およびＲ７がともにフッ素原子である前記１乃至３何れかに記載のイリジ
ウム錯体。
　（５）　Ｌ1が、下記一般式（２）で表される配位子である前記１乃至４何れかに記載
のイリジウム錯体。
【化２】

(上記一般式（２）中、Ｒ10～Ｒ17は水素原子または置換基を表す。ただし、Ｒ10または
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フッ素原子である。)
　（６）　Ｌ1が、下記一般式（３）で表される配位子である前記１乃至４何れかに記載
のイリジウム錯体。
【化３】

(上記一般式（３）中、Ｒ20～Ｒ23は水素原子または置換基を表す。)
　（７）　Ｌ1が、下記一般式（４）で表される配位子である前記１乃至４何れかに記載
のイリジウム錯体。

【化４】

(上記一般式（４）中、Ｒ30～Ｒ32は水素原子または置換基を表す。)
　（８）　Ｌ1が、下記一般式（５）で表される配位子である前記１乃至４何れかに記載
のイリジウム錯体。
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(上記一般式（５）中、Ｒ40～Ｒ41は水素原子または置換基を表す。)
　（９）　Ｌ1が、下記一般式（６）で表される配位子である前記１乃至４何れかに記載
のイリジウム錯体。
【化６】

(上記一般式（６）中、ｎ3は０または１を表す。Ｘ1は水素原子または置換基を表す。Ｒ5

0～Ｒ57は、水素原子または置換基を表す。）
　（１０）　Ｌ1が、下記一般式（７）で表される配位子である前記１乃至４何れかに記
載のイリジウム錯体。
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【化７】

(上記一般式（７）中、Ｒ60～Ｒ69は水素原子または置換基を表す。Ａは連結基を表す。)
　（１１）　Ｌ1が、下記一般式（８）で表される配位子である前記１乃至４何れかに記
載のイリジウム錯体。

【化８】

(上記一般式（８）中、Ｒ70～Ｒ75は水素原子または置換基を表す。ＹおよびＺは、窒素
原子または炭素原子である。ただし、Ｙが窒素原子の時はＲ7４は存在せず、Ｚが窒素原
子の時はＲ75は存在しない。)
　（１２）　Ｌ1が、下記一般式（９）で表される配位子である前記１乃至４何れかに記
載のイリジウム錯体。
【化９】

(上記一般式（９）中、Ｒ80～Ｒ84は水素原子または置換基を表す。)
　（１３）　Ｌ1が、下記一般式（１０）で表される配位子である前記１乃至４何れかに
記載のイリジウム錯体。
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【化１０】

(上記一般式（１０）中、Ｒ90は水素原子または置換基を表す。)
　（１４）　前記１乃至１３何れかに記載のイリジウム錯体からなる発光材料
　（１５）　前記１４に記載の発光材料を用いた発光素子
　（１６）　下記一般式（１１）で表されるイリジウム錯体。

【化１１】

（一般式（１１）中、Ｒ100～Ｒ115は水素原子または置換基を表す。ただし、Ｒ100また
はＲ102の少なくとも一つはフッ素原子であり、Ｒ108またはＲ110の少なくとも一つはフ
ッ素原子であり、Ｒ104またはＲ106の少なくとも一つはフッ素原子であり、Ｒ112または
Ｒ114の少なくとも一つはフッ素原子である。）
　（１７）　前記１６に記載のイリジウム錯体と前記１に記載のＬ1とを反応させること
を特徴とする、前記１乃至１３何れかに記載のイリジウム錯体の製造方法。
 
【発明の効果】
【００１０】
　本発明の新規なイリジウム錯体は、効率よく高輝度で青色領域の発光を有することから
、該化合物を用いた発光素子は、表示素子、ディスプレイ、バックライト、電子写真、照
明光源、記録光源、露光光源、読み取り光源、標識、看板、インテリア等の分野に好適で
ある。また、本発明の化合物は、医療用途、蛍光増白剤、写真用材料、ＵＶ吸収材料、レ
ーザー色素、カラーフィルター用染料、色変換フィルター、光通信等にも適用可能である
。また、本発明である青色発光素子を基本とし、赤～橙色発光材料、赤～橙色発光素子を
組み合わせることにより、高効率白色発光素子も作製できる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明化合物（Ｂ－３４）と前式（Ｃ）で表される公知化合物のＴＨＦ中の発光
スペクトルである。実線は本発明化合物を表し、点線は前式（Ｃ）で表される公知化合物
を表す。
【図２】本発明化合物（Ｂ－１０６）と前式（Ｓ）で表される公知化合物のＴＨＦ中の発
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光スペクトルである。実線は本発明化合物を表し、点線は前式（Ｓ）で表される公知化合
物を表す。
【図３】本発明化合物（Ｂ－１１８）と前式（Ｎ）で表される公知化合物のＴＨＦ中の発
光スペクトルである。実線は本発明化合物を表し、点線は前式（Ｎ）で表される公知化合
物を表す。
【図４】本発明化合物（Ｂ－１３６）と前式（Ｄ）で表される公知化合物のＴＨＦ中の発
光スペクトルである。実線は本発明化合物を表し、点線は前式（Ｄ）で表される公知化合
物を表す。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　本発明に係る前記一般式（１）で表されるイリジウム錯体は新規化合物であり、配位子
である２－フェニルピリジン誘導体配位子のピリジン環に、置換フェニル基に対しメタ位
に電子吸引性であるフッ素原子を導入することにより得られる該イリジウム錯体が、２－
フェニルピリジン誘導体配位子のピリジン環上が無置換の公知イリジウム錯体と比較して
、その発光が短波長にシフトするという実験事実は予想外であり、従来全く知られていな
い事柄である。
　従来、イリジウム錯体の発光を短波長シフトさせるためには、２－フェニルピリジン誘
導体配位子のピリジン環上の置換基に、アルキル基、アミノ基、アルコキシ基、置換アミ
ノ基などのいわゆる電子供与性置換基を導入することが好ましいとされている（特許文献
３, 特許文献６など参照）。
　一方、ピリジン環上に電子吸引性基を導入したイリジウム錯体においては、その発光が
長波長シフトすることは良く知られている。例えば、Journal of the American Chemical
 Society 2003年　125巻　12971頁には、代表的な電子吸引性基であるトリフルオロメチ
ル基を、２－チエニルピリジンのピリジン環上に導入することにより、発光極大が550nm
から563nmへ長波長シフトすることが記載されている。さらに、Chemical
Communication 2001年　1494頁においても、トリフルオロメチル基を２－フェニルピリジ
ンのピリジン環上に導入することにより、発光極大波長が522nmから545nmへ長波長シフト
することが記載されている。
　以上のことから、２－フェニルピリジン誘導体配位子のピリジン環上に、電子吸引性で
あるフッ素原子を導入することにより、そのイリジウム錯体の発光が短波長にシフトする
ことは上記技術常識からは全く予見できないことであり、本発明者らの、数多くの緻密な
実験の積み重ねによって見いだされた予想外の新規な知見である。
【００１３】
　そして、前記一般式（１）で表される本発明の新規なイリジウム錯体は、これを発光素
子の発光層もしくは発光層を含む複数の有機化合物層に含有させることで、青色領域に優
れた発光色を有する発光素子とすることができる。
　また、発光素子を作製する際に、これまで、フッ素置換基を有するイリジウム錯体を用
いることにより、フッ素の電気的効果あるいは立体障害によって、分子間相互作用が抑制
され、物理的には結晶化が抑制されるために膜質が均一化され、またイリジウム錯体間の
相互作用によるエネルギー失括が抑制されるために発光効率が向上し、結果として電気特
性の向上、素子安定性の向上が図れることが知られている（特許公開2003-68467号、国際
公開第 02/44189号、国際公開第 02/45466号など参照）。
　しかしながら、青色発光材料の開発という観点からは、２－フェニルピリジン誘導体配
位子のフェニル基上にフッ素原子を導入することは前述のように数多く行われてきたもの
の、２－フェニルピリジン誘導体配位子のピリジン環上にフッ素原子を導入することは従
来行われてこなかった。それは、ピリジン環上にフッ素原子を導入することによって、イ
リジウム錯体の発光は長波長シフトし、青色発光材料として適さなくなると考えられてき
たからである。
　本発明では、２－フェニルピリジン誘導体配位子のピリジン環に、置換フェニル基に対
しメタ位にフッ素原子を導入することで、青色純度の良好な発光色を得ることができると
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ともに、さらに、ピリジン環上のフッ素置換基の効果により、真空蒸着法で成膜するとき
に、昇華温度が低下して蒸着しやすくなり、素子作製の際の真空蒸着時の分解が抑制され
、さらにイリジウム錯体間の分子間相互作用が低下し濃度消光が抑制される。本発明のイ
リジウム錯体を用いることにより、長時間安定した発光が実現できる。
 
【００１４】
　以下に本発明を詳細に説明する。
　本発明の化合物は、前記一般式（１）で表される構造を有すれば良く、その互変異性体
であっても良い。前記一般式（１）で表される化合物の中でも、溶液中または固体状態で
の発光量子収率は、０．０１以上のものが好ましく、０．１以上のものがより好ましく、
０．３以上のものがさらに好ましい。発光極大波長としては、５００nm以下のものが好ま
しく、３５０nm以上５００nm以下のものがより好ましく、４００nm以上４９０nm以下のも
のがさらに好ましく、４１０nm以上４８０nm以下のものが特に好ましい。
【００１５】
　つぎに、前記一般式（１）～（１１）に記載した記号（Ｒ１～Ｒ８、Ｒ１０～Ｒ１７、
Ｒ２０～Ｒ２３、Ｒ３０～Ｒ３２、Ｒ４０～Ｒ４１、Ｒ５０～Ｒ５７、Ｒ６０～Ｒ６９、
Ｒ７０～Ｒ７５、Ｒ８０～Ｒ８４、Ｒ９０、Ｒ１００～Ｒ１１５、Ｌ１、ｎ１、ｎ２、ｎ
３、Ｘ１、Ａ、Ｙ、および、Ｚ）について以下に説明する。
　一般式（１）～（１１）に記載した置換基としては、例えば、アルキル基（好ましくは
炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１０であり、例えばメチル、エチル、イソプ
ロピル、ターシャルブチル、ノルマルオクチル、ノルマルデシル、ノルマルヘキサデシル
、シクロプロピル、シクロペンチル、シクロヘキシルなどが挙げられる。）、アルケニル
基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１０であり、例えばビニル、
アリル、２－ブテニル、３－ペンテニルなどが挙げられる。）、アルキニル基（好ましく
は炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１０であり、例えばプロパルギル、３－ペ
ンチニルなどが挙げられる。）、アリール基（好ましくは炭素数６～２０、より好ましく
は炭素数６～１２であり、例えばフェニル、ｐ－メチルフェニル、ナフチル、アントラニ
ルなどが挙げられる。）、アミノ基（好ましくは炭素数０～２０、より好ましくは炭素数
０～１０であり、例えばアミノ、メチルアミノ、ジメチルアミノ、ジエチルアミノ、ジベ
ンジルアミノ、ジフェニルアミノ、ジトリルアミノなどが挙げられる）。アルコキシ基（
好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１０であり、例えばメトキシ、エ
トキシ、ブトキシ、２－エチルヘキシロキシなどが挙げられる。）、アリールオキシ基（
好ましくは炭素数６～２０、より好ましくは炭素数６～１２であり、例えばフェニルオキ
シ、１－ナフチルオキシ、２－ナフチルオキシなどが挙げられる。）、ヘテロ環オキシ基
（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１２であり、例えばピリジルオ
キシ、ピラジルオキシ、ピリミジルオキシ、キノリルオキシなどが挙げられる。）、アシ
ル基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１２であり、例えばアセチ
ル、ベンゾイル、ホルミル、ピバロイルなどが挙げられる。）、アルコキシカルボニル基
（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１２であり、例えばメトキシカ
ルボニル、エトキシカルボニルなどが挙げられる。）、アリールオキシカルボニル基（好
ましくは炭素数７～２０、より好ましくは炭素数７～１２であり、例えばフェニルオキシ
カルボニルなどが挙げられる。）、アシルオキシ基（好ましくは炭素数２～２０、より好
ましくは炭素数２～１０であり、例えばアセトキシ、ベンゾイルオキシなどが挙げられる
。）、アシルアミノ基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１０であ
り、例えばアセチルアミノ、ベンゾイルアミノなどが挙げられる。）、アルコキシカルボ
ニルアミノ基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１２であり、例え
ばメトキシカルボニルアミノなどが挙げられる。）、アリールオキシカルボニルアミノ基
（好ましくは炭素数７～２０、より好ましくは炭素数７～１２であり、例えばフェニルオ
キシカルボニルアミノなどが挙げられる。）、スルホニルアミノ基（好ましくは炭素数１
～２０、より好ましくは炭素数１～１２であり、例えばメタンスルホニルアミノ、ベンゼ
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ンスルホニルアミノなどが挙げられる。）、スルファモイル基（好ましくは炭素数０～２
０、より好ましくは炭素数０～１２であり、例えばスルファモイル、メチルスルファモイ
ル、ジメチルスルファモイル、フェニルスルファモイルなどが挙げられる。）、カルバモ
イル基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１２であり、例えばカル
バモイル、メチルカルバモイル、ジエチルカルバモイル、フェニルカルバモイルなどが挙
げられる。）、アルキルチオ基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～
１２であり、例えばメチルチオ、エチルチオなどが挙げられる。）、アリールチオ基（好
ましくは炭素数６～２０、より好ましくは炭素数６～１２であり、例えばフェニルチオな
どが挙げられる。）、ヘテロ環チオ基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素
数１～１２であり、例えばピリジルチオ、２－ベンズイミゾリルチオ、２－ベンズオキサ
ゾリルチオ、２－ベンズチアゾリルチオなどが挙げられる。）、スルホニル基（好ましく
は炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１２であり、例えばメシル、トシルなどが
挙げられる。）、スルフィニル基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１
～１２であり、例えばメタンスルフィニル、ベンゼンスルフィニルなどが挙げられる。）
、ウレイド基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１２であり、例え
ばウレイド、メチルウレイド、フェニルウレイドなどが挙げられる。）、リン酸アミド基
（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１２であり、例えばジエチルリ
ン酸アミド、フェニルリン酸アミドなどが挙げられる。）、ヒドロキシ基、メルカプト基
、ハロゲン原子（例えばフッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子）、シアノ基、ス
ルホ基、カルボキシル基、ニトロ基、ヒドロキサム酸基、スルフィノ基、ヒドラジノ基、
イミノ基、ヘテロ環基（好ましくは炭素数１～１２であり、ヘテロ原子としては、例えば
窒素原子、酸素原子、硫黄原子、具体的にはイミダゾリル、ピリジル、キノリル、フリル
、チエニル、ピペリジル、モルホリノ、ベンズオキサゾリル、ベンズイミダゾリル、ベン
ズチアゾリル、カルバゾリル基、アゼピニル基などが挙げられる。）、シリル基（好まし
くは炭素数３～３０、より好ましくは炭素数３～２４であり、例えばトリメチルシリル、
トリフェニルシリルなどが挙げられる。）、シリルオキシ基（好ましくは炭素数３～３０
、より好ましくは炭素数３～２４であり、例えばトリメチルシリルオキシ、トリフェニル
シリルオキシなどが挙げられる。）などが挙げられる。これらの置換基は更に置換されて
もよい。
【００１６】
　前記一般式（１）中、Ｒ１またはＲ３の少なくとも一つはフッ素原子であり、Ｒ5また
はＲ７の少なくとも一つはフッ素原子である。Ｒ１は水素原子、フッ素原子、アルキル基
又はアルコキシ基が好ましく、水素原子又はフッ素原子であるのがより好ましい。Ｒ３は
水素原子、フッ素原子、アルキル基又はアルコキシ基が好ましく、フッ素原子であるのが
より好ましい。Ｒ２及びＲ４はそれぞれ好ましくは水素原子、フッ素原子、アルキル基又
はアルコキシ基であり、より好ましくは水素原子又はアルキル基である。Ｒ５は好ましく
は水素原子、アルキル基又はフッ素原子であり、より好ましくは水素原子又はフッ素原子
であり、特に好ましくはフッ素原子である。Ｒ６及びＲ８はそれぞれ好ましくは水素原子
、トリフルオロメチル基、又はフッ素原子であり、より好ましくは水素原子である。Ｒ７

は好ましくは水素原子、アルキル基又はフッ素原子であり、より好ましくはフッ素原子で
ある。以上の組み合わせの中でも、Ｒ３、Ｒ５およびＲ７がフッ素原子であることが最も
好ましい。
　前記一般式（１）に記載のＬ１については、好ましくは、含窒素ヘテロ環配位子（例え
ば、フェニルピリジン誘導体、ピラゾリルピリジン誘導体、ベンズイミダゾリルピリジン
誘導体、２，２’―ジピリジルアミン誘導体など、他には特許公開2003-133074号に記載
の配位子などが挙げられる）、ジケトン配位子（例えば、アセチルアセトン誘導体など、
他には特許公開2005-35902号に記載の配位子などが挙げられる）、カルボン酸配位子（例
えば、酢酸誘導体、ピコリン酸誘導体など、他には特許公開2004-349224号に記載の配位
子などが挙げられる）、ピラゾリルボレート誘導体（例えば、Inorganic Chemistry
2005年　44巻　1713頁に記載の配位子などが挙げられる）、リン配位子（例えば、ホスフ
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ィン誘導体、亜リン酸エステル誘導体など、他には特許公開2002-170684号や特許公開200
5-97263号に記載の配位子などが挙げられる）、ハロゲン配位子（好ましくは塩素配位子
、フッ素配位子）である。
【００１７】
　前記一般式（１）中、ｎ１については、ｎ1は１～３の整数を表す。２または３が好ま
しい。ｎ２については、ｎ2は０～４の整数を表す。０～２が好ましく、０または１がよ
り好ましい。
　前記一般式（２）中、Ｒ１０～Ｒ１７は、それぞれＲ１～Ｒ８と同義であり、好ましい
範囲も同じである。
　前記一般式（３）中、Ｒ２０～Ｒ２３は、アルキル基、水素原子、または、水酸基が好
ましい。
　前記一般式（４）に記載のＲ３０～Ｒ３２については、アルキル基、水素原子、アリー
ル基または置換アリール基が好ましい。
　前記一般式（５）に記載のＲ４０～Ｒ４１については、水素原子、アルキル基、フェニ
ル基、置換フェニル基、ピラゾリル基、置換ピラゾリル基、トリアゾリル基、置換トリア
ゾリル基、ピリジル基、置換ピリジル基、ナフチル基、置換ナフチル基が好ましい。より
好ましくは、水素原子、アルキル基、フェニル基、ピラゾリル基、トリアゾリル基である
。
　前記一般式（６）中、Ｒ５０～Ｒ５３については、それぞれＲ２０～Ｒ２３と同義であ
り、好ましい範囲も同じである。Ｒ５４～Ｒ５７については、それぞれＲ２０～Ｒ２３と
同義であり、好ましい範囲も同じである。
　前記一般式（６）中、Ｘ１については、水素原子、フェニル基、置換フェニル基、ピリ
ジル基、置換ピリジル基、ナフチル基、置換ナフチル基が好ましい。より好ましくは、水
素原子、置換フェニル基である。
　前記一般式（６）中、ｎ３は０または１の整数を表し、１が好ましい。
　前記一般式（７）中、Ｒ６０～Ｒ６９については、アルキル基、水素原子、または、水
酸基が好ましい。
　前記一般式（７）中、Ａについては、連結基を表す。炭素数１～１０のアルキレン基、
フェニレン基、炭素数７～２０の置換フェニレン基が好ましく、炭素数１～５のアルキレ
ン基、フェニレン基、炭素数７～１５の置換フェニレン基がさらに好ましい。これらの連
結基にシリコンが含有されたのも好ましい。
　前記一般式（８）中、ＹおよびＺについては、窒素原子または炭素原子を表す。
　前記一般式（８）中、Ｒ７０～Ｒ７３については、それぞれＲ２０～Ｒ２３と同義であ
り、好ましい範囲も同じである。Ｒ７４、Ｒ７５については、Ｙが窒素原子の時はＲ7４

は存在せず、Ｚが窒素原子の時はＲ75は存在しない。Ｒ７４、Ｒ７５としては、水素原子
、アルキル基、アリール基又は電子吸引性基であるのが好ましい。電子吸引性基の中でも
、フッ素原子、トリフルオロメチル基、アセチル基、メタンスルホニル基、トリフルオロ
アセチル基、トリフルオロメタンスルホニル基及びシアノ基が好ましく、フッ素原子、ト
リフルオロメチル基、トリフルオロアセチル基及びトリフルオロメタンスルホニル基がよ
り好ましく、フッ素原子及びトリフルオロメチル基が更に好ましく、トリフルオロメチル
基が特に好ましい。
　前記一般式（９）中、Ｒ８０～Ｒ８３については、それぞれＲ２０～Ｒ２３と同義であ
り、好ましい範囲も同じである。Ｒ８４については、好ましくは電子吸引性基であり、よ
り好ましくは置換カルボニル基（アセチル基、ジアルキルアミノカルボニル基、メトキシ
カルボニル基、パーフルオロフェニルカルボニル基等）、置換スルホニル基（メタンスル
ホニル基、ベンゼンスルホニル基等）、置換スルホキシド基（メチルスルホキシド基等）
又はトリフルオロメチル基であり、更に好ましくはアシル基（アセチル基、トリフルオロ
メチル基、パーフルオロベンゾイル基等）又は置換スルホニル基であり、特に好ましくは
フッ素置換アシル基、フッ素置換アルキルスルホニル基又はフッ素置換アリールスルホニ
ル基である。
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　前記一般式（１０）中、Ｒ９０については、好ましくは、アルキル基、シクロアルキル
基、アルケニル基、アルキニル基、アリール基、アミノ基、アルコキシ基、アリールオキ
シ基、ハロゲン原子であり、高分子残基であってもよい。
　前記一般式（１１）中、Ｒ１００～Ｒ１０７については、それぞれＲ１～Ｒ８と同義で
あり、好ましい範囲も同じである。Ｒ１０８～Ｒ１１５については、それぞれＲ１～Ｒ８

と同義であり、好ましい範囲も同じである。
　一般式（１）に記載の配位子（窒素原子、炭素原子、およびＲ１～Ｒ８から構成される
）としては、例えば、表１に示されるものが好ましく用いられる。
【表１】

【００１８】
　一般式（１）に記載のＬ１としては、一例として、表１および表２に示されるものが好
ましく用いられる。
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【表２】

　すなわち、本発明化合物は、典型的には、表１と表２の配位子を組み合わせることによ
り得られる。
【００１９】
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　一般式（１１）に記載のダイマーとしては、例えば、表３および表４に示されるものが
好ましく用いられる。
【表３】
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【表４】

【００２０】
　前記一般式（１）で示されるイリジウム錯体におけるイリジウム原子の価数は、特に限
定されるものではないが、３価が好ましい。
【００２１】
　また、前記一般式（１）に示されるイリジウム化合物は、中性錯体でもイオン性錯体で
あってもよい。イオン性錯体のカウンターイオンとしては特に制限はないが、好ましくは
アルカリ金属イオン、アルカリ土類金属イオン、ハロゲンイオン、パークロレイトイオン
、ＰＦ6イオン、アンモニウムイオン、ＣＦ３ＣＦ２ＣＦ２ＣＯＯイオン、ボレートイオ
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ン又はホスホニウムイオンである。
【００２２】
　また、前記一般式（１）に示されるイリジウム錯体は、そのまま低分子化合物として用
いることもできるし、また前記一般式（１）で表される部分構造を有する繰り返し単位を
含む、いわゆるオリゴマー化合物およびポリマー化合物（質量平均分子量（ポリスチレン
換算）は、好ましくは１０００～５００００００、より好ましくは２０００～１００００
００、さらに好ましくは３０００～１０００００である。）として用いることも好適であ
る。
【００２３】
　本発明イリジウム錯体の発光スペクトルが、２－フェニルピリジン誘導体配位子のピリ
ジン環上にフッ素原子を導入していない公知イリジウム錯体や、置換フェニル基に対しオ
ルト位またはパラ位にフッ素を導入したイリジウム錯体と比較して、短波長シフトする理
由について、現在のところ以下のように推測している。
　これらのイリジウム錯体の発光が３重項状態のＭＬＣＴ（Metal to Ligand Charge Tra
nsfer）励起状態から生じていると仮定した場合、ＭＬＣＴ励起状態は、中心金属イリジ
ウムのｄ軌道から配位子のπ＊軌道への遷移なので、励起状態では、中心金属イリジウム
は１電子酸化され、一方、２－フェニルピリジン誘導体配位子は１電子還元された状態と
近似できる。したがって、イリジウム錯体の発光エネルギーは、おおまかにはイリジウム
錯体の基底状態における酸化還元電位を測定することで考察できるので、これらイリジウ
ム錯体の電気化学測定（溶媒：MeCN、支持電解質：NBu4BF4、作用電極：白金、対極：白
金、参照電極：Ag/AgNO3(0.01
M)）を行った。以下に、結果の一例を示すが、下記の本発明化合物は公知化合物と比較し
て、酸化側の電位については59 mV正側にシフトし、還元側の電位については14
mV正側にシフトしていることがわかった。すなわち、本発明化合物は、公知化合物より59
 mVほど酸化されにくく、また14 mVほど還元されやすくなっていることを意味している。

 
【００２４】
　この結果については、置換基の電子吸引性パラメータであるハメットの置換基定数（有
機電子論解説第４版、井本稔著、東京化学同人、２８８頁によると、フッ素置換基のシグ
マ値については、メタ位は0.337、オルト位は0.062と記述されている）でうまく説明でき
ることがわかった。
　すなわち、置換フェニル基に対しメタ位にフッ素原子を導入したときには、フッ素原子
を基準にメタ位に結合している置換フェニル基の電荷密度が低下し、その影響として、中
心金属の電荷密度の低下（中心金属のｄ軌道が下がり、π＊軌道とのエネルギー差が大き
くなり発光の短波長シフトを引き起こす）の効果が、配位子のπ＊軌道の安定化（配位子
のπ＊軌道が下がり、ｄ軌道とのエネルギー差が小さくなり発光の長波長シフトを引き起
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こす）の寄与よりも、相対的に大きくなり、その発光が短波長シフトしたものと考えられ
る。
【００２５】
　一方、置換フェニル基に対しオルト位またはパラ位にフッ素を導入すると、発光の長波
長シフトを引き起こすπ＊軌道の安定化の寄与が、発光の短波長シフトを引き起こす中心
金属の電荷密度の低下の効果よりも相対的に大きくなるため、発光が長波長シフトしたも
のと考えられる。
　上記の考察は、実際に、各々のイリジウム錯体の酸化還元電位を測定するとによって裏
付けられた。したがって、２－フェニルピリジン誘導体配位子の置換フェニル基に対しメ
タ位にフッ素原子を導入したイリジウム錯体の発光は、公知イリジウム錯体と比較して短
波長シフトし、この現象はフッ素原子の特異な電子的性質によって説明できる。すなわち
、２－フェニルピリジン誘導体配位子の置換フェニル基に対しメタ位にフッ素原子を導入
することで、公知のイリジウム錯体の発光を短波長シフトさせることができる。
 
【００２６】
　本発明に係る前記一般式（１１）に示されるイリジウムダイマーを製造するには、従来
公知の方法がすべて利用できる。例えば、前記表１に示される配位子とハロゲン化イリジ
ウム（例えば、３塩化イリジウムまたは６塩化イリジウムの水和物など）とを共存させ、
通常の方法（溶媒の存在下または非存在下、常温または加熱すること）で反応させれば良
い。窒素雰囲気下、アルゴン雰囲気下で反応を行うのも好ましい。また、加熱手段は特に
制約されないが、反応を円滑するために、マイクロ波を照射することも好ましく用いられ
る。マイクロ波の照射時間は１～６０分が望ましく、より好ましくは５～４５分である。
マイクロ波の波長に特に制限はないが、２０００～３０００ＭＨｚ、好ましくは２４００
～２５００ＭＨｚである。マイクロ波発振装置としては、市販されている従来公知の発振
装置が全て適用できる。また、加熱手段として、オイルバス、マントルヒーター等を用い
ても良い。その場合の反応時間は、０．５～２４時間が望ましく、より好ましくは１～１
５時間である。
【００２７】
　本発明に係る前記一般式（１）に示されるイリジウム錯体を製造するには、従来公知の
方法、たとえば、Inorganic Chemistry 1991年　30巻　1685頁、Inorganic Chemistry 19
94年　33巻　545頁、Inorganic
Chemistry 2001年　40巻　1704頁、Chemical Communication 2001年　1494頁、Chemistry
 Letters
2003年　32巻　252頁などの方法がすべて利用できる。
　例えば、前記記号Ｌ１に示される配位子と前記一般式（１１）で表されるイリジウムダ
イマーとを共存させ、通常の方法（溶媒の存在下または非存在下、塩基の存在下または非
存在下、脱ハロゲン化剤としての銀化合物の存在下または非存在下、常温または加熱する
こと）で反応させれば良い。窒素雰囲気下、アルゴン雰囲気下で反応を行うのも好ましい
。また、加熱手段は特に制約されないが、反応を円滑するために、マイクロ波を照射する
ことも好ましく用いられる。マイクロ波の照射時間は化合物によっても異なるが、１～９
０分が望ましく、より好ましくは１～４５分である。マイクロ波の波長に特に制限はない
が、２０００～３０００ＭＨｚ、好ましくは２４００～２５００ＭＨｚである。マイクロ
波発振装置としては、市販されている従来公知の発振装置が全て適用できる。また、加熱
手段として、オイルバス、マントルヒーター等を用いても良い。その場合の反応時間は、
０．５～２４時間が望ましく、より好ましくは０．５～１５時間である。
【００２８】
　また、本発明に係る前記一般式（１）で示されるイリジウム錯体を製造するには、該反
応を更に円滑に進めるために、反応溶媒を用いることが望ましい。このような溶媒として
は特に制限はないが、アルコール系溶媒、プロトン性溶媒、非プロトン性溶媒、ニトリル
系溶媒などが好ましく用いられ、具体的には、クロロホルム、ジクロロメタン、２－メト
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キシエタノール、２－エトキシエタノール、メタノール、エタノール、水、アセトニトリ
ル、ＤＭＦ、ＤＭＳＯ、エチレングリコール、グリセリンなど、もしくはこれらの混合溶
媒が好ましい。
【００２９】
　また、前記一般式（１）で示されるイリジウム錯体を製造する場合の、反応温度、反応
圧力、反応時間は、使用する原料、マイクロ波の出力、溶媒などによって異なるが、通常
、反応温度は４０～３００℃、好ましくは５０～２００℃、反応圧力は１～３０ａｔｍ、
好ましくは１～５ａｔｍである。
【００３０】
　本発明に係るイリジウム錯体は、通常の合成反応の後処理に従って処理した後、必要が
あれば精製してあるいは精製せずに供することができる。後処理の方法としては、例えば
、抽出、冷却、水または有機溶媒を添加することによる晶析、反応混合物からの溶媒を留
去する操作等を単独あるいは組み合わせて行うことができる。精製の方法としては再結晶
、蒸留、昇華あるいはカラムクロマトグラフィー等を単独あるいは組み合わせて行うこと
ができる。
【００３１】
　以下に、本発明に係る、前記一般式（１）で示されるイリジウム錯体について、その代
表例を以下に示すが、本発明はこれらに限定されない。
【００３２】
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【表５】

【００３３】
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【表６】

【００３４】
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【表７】

【００３５】
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【表８】

【００３６】
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【表９】

【００３７】
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【表１０】

【００３８】
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【表１１】

【００３９】
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【表１２】

【００４０】
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【表１３】

【００４１】
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【表１４】

【実施例】
【００４２】
　次に、本発明を実施例により詳細に説明するが、本発明はこれに限定されない。
【００４３】
本発明化合物の合成
＜実施例１＞　（Ｄ－１）の合成
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　２－クロロ－４－フルオロピリジンを２ｇ、２，４－ジフルオロフェニルボロン酸を２
．６４ｇ、１，２－ジメトキシエタンを２０ｍＬ、炭酸カリウムの２Ｍ水溶液２４ｍｌを
二口フラスコに入れた。この溶液にアルゴンガスを２０分間通気した後、テトラキストリ
フェニルホスフィン(０)パラジウム錯体を０．８８ｇ入れた。この溶液を、オイルバスを
用いてアルゴン雰囲気下で１６時間加熱還流した。有機層を分離回収し溶媒を減圧留去し
たところ、オレンジ色の固体が得られた。この固体をシリカゲルクロマトグラフィー（溶
離液：ジクロロメタンとメタノールの混合溶媒）により分離精製することで、４－フルオ
ロ－２－（２，４－ジフルオロフェニル）ピリジンを２．３ｇ得た。化合物の同定は、1

Ｈ―ＮＭＲを用いて行った。
1Ｈ―ＮＭＲ (ＣＤＣＬ３中) ：δ　８．６５～８．６８（ｍ, １Ｈ）、８．０４～８．
０９（ｍ, １Ｈ）、７．５２（ｄ, １Ｈ）、７．００－７．０４（ｍ,２Ｈ）、６．９４
（ｄｄ, １Ｈ）．
　引き続いて、上記の方法で合成した４－フルオロ－２－（２，４－ジフルオロフェニル
）ピリジンを０．７１ｇ、３塩化イリジウムｎ水和物を０．３ｇ、２－エトキシエタノー
ルを２０ｍＬ、水を８ｍｌ、をナスフラスコに入れた。このナスフラスコをマイクロ波発
振装置（ＨＩＴＡＣＨＩ製、ＭＲ－２５０）に入れ、反応装置の上部には還流冷却管を取
り付けた。還流冷却管の上部からはテフロン（登録商標）管を通じて、この溶液にアルゴ
ンガスを２０分間通気した。その後、マイクロ波（２４５０ＭＨｚ）を３０分間照射した
。この溶液を室温まで冷却した後、アルゴンガスを止め、溶媒を減圧濃縮し、水を添加す
ることで黄色固体を得た。その後、シリカゲルクロマトグラフィー（溶媒：ジクロロメタ
ンとメタノールの混合溶媒）により分離精製した。化合物の同定は、1Ｈ―ＮＭＲを用い
て行った。
1Ｈ―ＮＭＲ (ＣＤＣＬ３中) ： δ　９．１０（ｔ, ４Ｈ）、８．０４（ｄｄ, ４Ｈ）、
６．７１（ｄｄ, ４Ｈ）、６．３８（ｄｄ, ４Ｈ）、５．３０（ｄ, ４Ｈ）．
 
＜実施例２＞　（Ｄ－２８）の合成
　２－クロロ－４－フルオロピリジンの代わりに、２－ブロモ－６－フルオロピリジンを
用いる以外、実施例１と同様に合成することで、６－フルオロ－２－（２，４－ジフルオ
ロフェニル）ピリジンを得た。化合物の同定は、1Ｈ―ＮＭＲを用いて行った。
1Ｈ―ＮＭＲ (ＣＤＣＬ３中) ：δ ８．０５～８．１０（ｍ, １Ｈ）、７．８３～７．８
８（ｍ, １Ｈ）、７．６８～７．７１（ｍ, １Ｈ），６．９９～７．０３（ｍ, １Ｈ）、
６．８９～６．９４（ｍ, ２Ｈ）.
　引き続いて、上記の方法で合成した６－フルオロ－２－（２，４－ジフルオロフェニル
）ピリジンを用いて、実施例１と同様の方法で（Ｄ－２８）を合成した。
 
＜実施例３＞　（Ｄ－１３）の合成
　２，４－ジフルオロフェニルボロン酸の代わりに、４－フルオロフェニルボロン酸を用
いる以外、実施例１と同様に合成することで、４－フルオロ－２－（４－フルオロフェニ
ル）ピリジンを得た。化合物の同定は、1Ｈ―ＮＭＲを用いて行った。
1Ｈ―ＮＭＲ (アセトン-ｄ６中) ：δ　８．６５～８．６８（ｍ, １Ｈ）、８．１８～８
．２３（ｍ, ２Ｈ）、７．７５（ｄ, １Ｈ）、７．２３～７．２８（ｍ,２Ｈ）、７．１
４～７．１８（ｍ, １Ｈ）．
　引き続いて、上記の方法で合成した４－フルオロ－２－（４－フルオロフェニル）ピリ
ジンを用いて、実施例１と同様の方法で（Ｄ－１３）を合成した。
 
＜実施例４＞　（Ｄ－１４）の合成　
　２，４－ジフルオロフェニルボロン酸の代わりに、２－フルオロ－５－（トリフルオロ
メチル）フェニルボロン酸を用いる以外、実施例１と同様に合成することで、４－フルオ
ロ－２－（２－フルオロ－５－トリフルオロメチル）ピリジンを得た。化合物の同定は、
1Ｈ―ＮＭＲを用いて行った。
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1Ｈ―ＮＭＲ (アセトン-ｄ６中) ：δ　８．７７～８．８０（ｍ, １Ｈ）、８．４５（ｄ
, １Ｈ）、７．８７～７．９０（ｍ, １Ｈ）、７．７４（ｄ, １Ｈ）、７．５５（ｔ, １
Ｈ）、７．３０～７．３４（ｍ, １Ｈ）．
　引き続いて、上記の方法で合成した４－フルオロ－２－（２－フルオロ－５－トリフル
オロメチル）ピリジンを用いて、実施例１と同様の方法で（Ｄ－１４）を合成した。
 
＜実施例５＞　（Ｂ－２１）の合成
　（Ｄ－１）を０．０５ｇ、アセチルアセトンを０．６ｇ、炭酸ナトリウムを０．０８３
ｇ、２－エトキシエタノールを２０ｍＬ、をナスフラスコに入れた。このナスフラスコを
マイクロ波発振装置（ＨＩＴＡＣＨＩ製、ＭＲ－２５０）に入れ、反応装置の上部には還
流冷却管を取り付けた。還流冷却管の上部からはテフロン（登録商標）管を通じて、この
溶液にアルゴンガスを２０分間通気した。その後、マイクロ波（２４５０ＭＨｚ）を１５
分間照射した。この溶液を室温まで冷却した後、アルゴンガスを止め、溶媒を減圧濃縮し
、水を添加することで黄色固体を得た。その後、ジクロロメタンとヘキサンから再結晶し
、黄色結晶を得た。化合物の同定は、1Ｈ―ＮＭＲを用いて行った。
1Ｈ―ＮＭＲ (ＣＤ２ＣＬ２中) ： δ　８．３８（ｔ, ２Ｈ）、７．９７（ｄ, ２Ｈ）、
７．０５（ｄｄ, ２Ｈ）、６．４０（ｄｄ, ２Ｈ）、５．７２（ｄ, ２Ｈ）、５．３３（
ｓ, １Ｈ）、１．８１（ｓ, ６Ｈ）.
 
＜実施例６＞　（Ｂ－３０）の合成
アセチルアセトンの代わりに、１，３－ジフェニル－１，３－プロパンジオンを用いる以
外、実施例５と同様に合成することで目的化合物を得た。化合物の同定は、1Ｈ―ＮＭＲ
を用いて行った。
1Ｈ―ＮＭＲ (ＣＤ２ＣＬ２中) ： δ　８．４９（ｔ, ２Ｈ）、８．００（ｄ, ２Ｈ）、
７．７８（ｄ, ４Ｈ）、７．４６（ｔ, ２Ｈ）、７．３４（ｔ, ４Ｈ）、６．９７（ｄｄ
, ２Ｈ）、６．６３（ｓ, １Ｈ）、６．４５（ｄｄ, ２Ｈ）、５．８４（ｄ, ２Ｈ）.
 
＜実施例７＞　（Ｂ－３４）の合成
　（Ｄ－１）を０．１ｇ、ピコリン酸ナトリウムを０．０５６ｇ、２－エトキシエタノー
ルを２０ｍＬ、をナスフラスコに入れた。このナスフラスコをマイクロ波発振装置（ＨＩ
ＴＡＣＨＩ製、ＭＲ－２５０）に入れ、反応装置の上部には還流冷却管を取り付けた。還
流冷却管の上部からはテフロン（登録商標）管を通じて、この溶液にアルゴンガスを２０
分間通気した。その後、マイクロ波（２４５０ＭＨｚ）を１５分間照射した。この溶液を
室温まで冷却した後、アルゴンガスを止め、溶媒を減圧濃縮し、水を添加することで黄色
固体を得た。その後、ジクロロメタンとヘキサンから再結晶し、黄色結晶を得た。化合物
の同定は、1Ｈ―ＮＭＲを用いて行った。
1Ｈ―ＮＭＲ (ＣＤＣＬ３中) ： δ　８．７０（ｔ, １Ｈ）、８．３５（ｄ，１Ｈ）、７
．９４～８．０３（ｍ，３Ｈ）、７．７７（ｄ，１Ｈ）、７．４６（ｄｄ，１Ｈ）、７．
３６（ｔ，１Ｈ）、６．９９（ｄｄ，１Ｈ）、６．７７（ｄｄ，１Ｈ）、６．５１（ｄｄ
，１Ｈ）、６．４３（ｄｄ，１Ｈ）、５．８５（ｄ，１Ｈ）、５．５８（１Ｈ）.
 
＜実施例８＞　（Ｂ－５１）の合成
Ｄ－１の代わりに、Ｄ－２８を用いる以外、実施例７と同様に合成することで目的化合物
を得た。化合物の同定は、1Ｈ―ＮＭＲを用いて行った。
1Ｈ―ＮＭＲ (ＣＤＣＬ３中) ： δ　８．２６（ｄ, １Ｈ）、８．１４～８．１７（ｍ，
２Ｈ）、７．８５～７．９１（ｍ，３Ｈ）、７．７７（ｄ，１Ｈ）、７．３３（ｄｄ，１
Ｈ）、６．８２（ｄ，１Ｈ）、６．７１（ｄ，１Ｈ）、６．５２（ｄｄ，１Ｈ）、６．４
４（ｄｄ，１Ｈ）、５．９７（ｄ，１Ｈ）、５．６１（ｄ，１Ｈ）.
 
＜実施例９＞　（Ｂ－３５）の合成
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ピコリン酸ナトリウムの代わりに、３－ヒドロキシピコリン酸および炭酸ナトリウムを用
いる以外、実施例７と同様に合成することで目的化合物を得た。化合物の同定は、1Ｈ―
ＮＭＲを用いて行った。
1Ｈ―ＮＭＲ (ＣＤＣＬ３中) ： δ　１３．４９（ｓ，１Ｈ）、８．６３（ｔ, １Ｈ）、
８．０２（ｄ，１Ｈ）、７．９６（ｄ，１Ｈ）、７．４６（ｄ，１Ｈ）、７．４２（ｄｄ
，１Ｈ）、７．２５～７．３１（ｍ，２Ｈ）、７．０３（ｄｄ，１Ｈ）、６．８４（ｄｄ
，１Ｈ）、６．５１（ｄｄ，１Ｈ）、６．４４（ｄｄ，１Ｈ）、５．８０（ｄ，１Ｈ）、
５．５９（ｄ，１Ｈ）.
 
＜実施例１０＞　（Ｂ－３６）の合成
ピコリン酸ナトリウムの代わりに、３－メチルピコリン酸および炭酸ナトリウムを用いる
以外、実施例７と同様に合成することで目的化合物を得た。化合物の同定は、1Ｈ―ＮＭ
Ｒを用いて行った。
1Ｈ―ＮＭＲ (ＣＤＣＬ３中) ： δ　８．７３（ｔ, １Ｈ）、８．００（ｄ，１Ｈ）、７
．９５（ｄ，１Ｈ）、７．７５（ｄ，１Ｈ）、７．６５（ｄ，１Ｈ）、７．３５（ｔ，１
Ｈ）、７．２８（ｄｄ，１Ｈ）、７．００（ｄｄ，１Ｈ）、６．７８（ｄｄ，１Ｈ）、６
．４９（ｄｄ，１Ｈ）、６．４２（ｄｄ，１Ｈ）、５．８２（ｄ，１Ｈ）、５．５７（ｄ
，１Ｈ）、２．８７（ｓ，３Ｈ）.
 
＜実施例１１＞　（Ｂ－５２）の合成
ピコリン酸ナトリウムの代わりに、ニコチン酸ナトリウムを用いる以外、実施例７と同様
に合成することで目的化合物を得た。化合物の同定は、1Ｈ―ＮＭＲを用いて行った。
1Ｈ―ＮＭＲ (ＣＤＣＬ３中) ： δ　１０．８２（ｓ，１Ｈ）、９．２２（ｔ, １Ｈ）、
８．２１（ｄ，１Ｈ）、８．０７（ｄ，１Ｈ）、７．９７（ｄ，１Ｈ）、７．８５（ｄ，
１Ｈ）、７．６０（ｄ，１Ｈ）、７．１８（ｄｄ，１Ｈ）、７．０５～７．１３（ｍ，１
Ｈ）、６．７１（ｄｄ，１Ｈ）、６．３８～６．４８（ｍ，２Ｈ）、５．７６（ｄ，１Ｈ
）、５．６１（ｄ，１Ｈ）.
 
＜実施例１２＞　（Ｂ－５３）の合成
ピコリン酸ナトリウムの代わりに、５－ブロモニコチン酸および炭酸ナトリウムを用いる
以外、実施例７と同様に合成することで目的化合物を得た。化合物の同定は、1Ｈ―ＮＭ
Ｒを用いて行った。
1Ｈ―ＮＭＲ (ＣＤＣＬ３中) ： δ　１０．７２（ｓ，１Ｈ）、９．１１（ｔ, １Ｈ）、
８．３８（ｓ，１Ｈ）、７．９９～８．０８（ｍ，２Ｈ）、７．８６（ｓ，１Ｈ）、７．
５９（ｔ，１Ｈ）、７．０９（ｄｄ，１Ｈ）、６．７８（ｄｄ，１Ｈ）、６．３９～６．
５１（ｍ，２Ｈ）、５．７５（ｄ，１Ｈ）、５．５６（ｄ，１Ｈ）.
 
＜実施例１３＞　（Ｂ－７２）の合成
２－（２，４－ジフルオロフェニル）ピリジンの代わりに、４－フルオロ－２－（２，４
－ジフルオロフェニル）ピリジンを、カリウムテトラキス（１－ピラゾリル）ボレートの
代わりに、カリウムジフェニルビス（１－ピラゾリル）ボレートを用いて、Polyhedron 2
004年 23巻 419頁に記載の方法と同様に合成した。化合物の同定は、1Ｈ―ＮＭＲを用い
て行った。
 
＜実施例１４＞　（Ｂ－７１）の合成
２－（２，４－ジフルオロフェニル）ピリジンの代わりに、４－フルオロ－２－（２，４
－ジフルオロフェニル）ピリジンを、カリウムテトラキス（１－ピラゾリル）ボレートの
代わりに、カリウムヒドロトリス（１－ピラゾリル）ボレートを用いる以外、Polyhedron
 2004年 23巻 419頁に記載の方法と同様に合成した。化合物の同定は、1Ｈ―ＮＭＲを用
いて行った。
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＜実施例１５＞　（Ｂ－９１）の合成
（Ｄ－１）を０．１ｇ、５－（２－ピリジル）－１Ｈ－テトラゾールを０．０２９ｇ、ナ
トリウムメトキシド２８％メタノール溶液を２０mg、２－エトキシエタノールを１２ｍＬ
、をナスフラスコに入れた。このナスフラスコをマイクロ波発振装置（ＨＩＴＡＣＨＩ製
、ＭＲ－２５０）に入れ、反応装置の上部には還流冷却管を取り付けた。還流冷却管の上
部からはテフロン（登録商標）管を通じて、この溶液にアルゴンガスを２０分間通気した
。その後、マイクロ波（２４５０ＭＨｚ）を１５分間照射した。この溶液を室温まで冷却
した後、アルゴンガスを止め、溶媒を減圧濃縮し、水を添加することで黄色固体を得た。
その後、ジクロロメタンとヘキサンから再結晶し、黄色結晶を得た。化合物の同定は、1

Ｈ―ＮＭＲを用いて行った。
1Ｈ―ＮＭＲ (ＣＤＣＬ３中) ： δ　８．４９（ｄ，１Ｈ）、７．９５～８．０３（ｍ, 
３Ｈ）、７．８１（ｄ，１Ｈ）、７．５６（ｔ，１Ｈ）、７．３３～７．３７（ｍ，２Ｈ
）、６．７６（ｄｄ，１Ｈ）、６．６９（ｄｄ，１Ｈ）、６．５７（ｄｄ，１Ｈ）、６．
５１（ｄｄ，１Ｈ）、５．８４（ｄ，１Ｈ）、５．７２（ｄ，１Ｈ）.
 
＜実施例１６＞　（Ｂ－１０６）の合成
　（Ｄ－１）を０．１ｇ、２,２’－ジピリジルアミンを０．０３３ｇ、２－エトキシエ
タノールを１２ｍＬ、をナスフラスコに入れた。このナスフラスコをマイクロ波発振装置
（ＨＩＴＡＣＨＩ製、ＭＲ－２５０）に入れ、反応装置の上部には還流冷却管を取り付け
た。還流冷却管の上部からはテフロン（登録商標）管を通じて、この溶液にアルゴンガス
を２０分間通気した。その後、マイクロ波（２４５０ＭＨｚ）を５分間照射した。この溶
液を室温まで冷却した後、アルゴンガスを止め、溶媒を減圧濃縮し、NH4PF6飽和水溶液を
加え、レモン色固体を得た。その後、水とヘキサンで洗浄し、減圧乾燥した。化合物の同
定は、1Ｈ―ＮＭＲおよびエレクトロースプレーイオン化質量分析を用いて行い、Ｍ／Ｚ
＝７４４（Ｂ－１０６のカチオン部分に相当）の親イオンピークを観測した。
1Ｈ―ＮＭＲ (ＣＤＣＬ３中) ： δ　８．８１（ｓ，１Ｈ）、８．１４（ｔ, ２Ｈ）、８
．０４（ｄｄ，２Ｈ）、７．７７（ｄｄ，２Ｈ）、７．５７（ｄ，２Ｈ）、７．４８（ｄ
，２Ｈ）、７．０３（ｄｄ，２Ｈ）、６．７７（ｄｄ，２Ｈ）、６．５３（ｄｄ，２Ｈ）
、５．６０（ｄ，２Ｈ）.
 
＜実施例１７＞　（Ｂ－１１８）の合成
（Ｄ－１）を０．１ｇ、式（Ｕ）で表される配位子を０．０４８ｇ、ナトリウムメトキシ
ド２８％メタノール溶液を２０mg、２－エトキシエタノールを１２ｍＬ、をナスフラスコ
に入れた。このナスフラスコをマイクロ波発振装置（ＨＩＴＡＣＨＩ製、ＭＲ－２５０）
に入れ、反応装置の上部には還流冷却管を取り付けた。還流冷却管の上部からはテフロン
（登録商標）管を通じて、この溶液にアルゴンガスを２０分間通気した。その後、マイク
ロ波（２４５０ＭＨｚ）を４５秒間照射した。この溶液を室温まで冷却した後、アルゴン
ガスを止め、溶媒を減圧留去することで黄色固体を得た。その後、ジクロロメタンとヘキ
サンから２回再結晶し、黄色結晶を得た。化合物の同定は、1Ｈ―ＮＭＲを用いて行った
。
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1Ｈ―ＮＭＲ (ＣＤＣＬ３中) ： δ　８．７４（ｔ，１Ｈ）、８．０１～８．０４（ｍ, 
１Ｈ）、７．９６～７．９９（ｍ, １Ｈ）、７．８１（ｄｄ，１Ｈ）、７．６３（ｄ，１
Ｈ）、７．５０～７．５３（ｍ，２Ｈ）、７．０９（ｔ，１Ｈ）、６．９２（ｄｄ，１Ｈ
）、６．７６（ｄｄ，１Ｈ）、６．４９（ｄｄ，１Ｈ）、６．３８（ｄｄ，１Ｈ）、５．
５７（ｄｄ，２Ｈ）、５．３６（ｄ，１Ｈ）、５．０７（ｄ，１Ｈ）.
 
＜実施例１８＞　（Ｂ－１３６）の合成
　（Ｄ－１）を０．０５ｇ、１，２－ビス（ジフェニルホスフィノ）ベンゼンを０．０３
８ｇ、２－エトキシエタノールを２０ｍＬ、をナスフラスコに入れた。このナスフラスコ
をマイクロ波発振装置（ＨＩＴＡＣＨＩ製、ＭＲ－２５０）に入れ、反応装置の上部には
還流冷却管を取り付けた。還流冷却管の上部からはテフロン（登録商標）管を通じて、こ
の溶液にアルゴンガスを２０分間通気した。その後、マイクロ波（２４５０ＭＨｚ）を５
分間照射した。この溶液を室温まで冷却した後、アルゴンガスを止め、溶媒を減圧濃縮し
、NH4PF6飽和水溶液を加え、白色固体を得た。その後、水とペンタンで洗浄し、減圧乾燥
した。化合物の同定は、1Ｈ―ＮＭＲおよびエレクトロースプレーイオン化質量分析を用
いて行い、Ｍ／Ｚ＝１０５６（（Ｂ－１３６）のカチオン部分に相当）の親イオンピーク
を観測した。
1Ｈ―ＮＭＲ (ＣＤＣＬ３中) ： δ　８．０７～８．１４（ｍ, ４Ｈ）、７．４６～７．
５８（ｍ, １２Ｈ）、７．２９（ｔ，２Ｈ）、７．１６（ｔ，２Ｈ）、６．９１～６．９
６（ｍ，４Ｈ）、６．５９（ｄｄ，２Ｈ）、６．５２（ｄｄ，４Ｈ）、６．１７～６．２
０（ｍ，２Ｈ）、５．５９～５．６２（ｍ，２Ｈ）.
 
＜実施例１９＞　（Ｂ－１３８）の合成
１，２－ビス（ジフェニルホスフィノ）ベンゼンの代わりに、ビス（ジフェニルホスフィ
ノ）メタンを用いる以外、実施例１８と同様に合成することで目的化合物を得た。化合物
の同定は、1Ｈ―ＮＭＲおよびエレクトロースプレーイオン化質量分析を用いて行い、Ｍ
／Ｚ＝１００６（（Ｂ－１３８）のカチオン部分に相当）の親イオンピークを観測した。
 
＜実施例２０＞　（Ｂ－１３７）の合成
１，２－ビス（ジフェニルホスフィノ）ベンゼンの代わりに、シス－１，２－ビス（ジフ
ェニルホスフィノ）エチレンを用いる以外、実施例１８と同様に合成することで目的化合
物を得た。化合物の同定は、1Ｈ―ＮＭＲおよびエレクトロースプレーイオン化質量分析
を用いて行い、Ｍ／Ｚ＝９９４（（Ｂ－１３７）のカチオン部分に相当）の親イオンピー
クを観測した。
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＜実施例２１＞　（Ｂ－１４８）の合成
（Ｄ－１）を０．１ｇ、亜リン酸トリエチルを０．０２８ｇ、２－エトキシエタノールを
１２ｍＬ、をナスフラスコに入れた。このナスフラスコをマイクロ波発振装置（ＨＩＴＡ
ＣＨＩ製、ＭＲ－２５０）に入れ、反応装置の上部には還流冷却管を取り付けた。還流冷
却管の上部からはテフロン（登録商標）管を通じて、この溶液にアルゴンガスを２０分間
通気した。その後、マイクロ波（２４５０ＭＨｚ）を５分間照射した。この溶液を室温ま
で冷却した後、アルゴンガスを止め、溶媒を減圧濃縮し、水を添加することで黄色固体を
得た。その後、ジクロロメタンとヘプタンから再結晶し、黄色結晶を得た。化合物の同定
は、1Ｈ―ＮＭＲを用いて行った。
1Ｈ―ＮＭＲ (ＣＤ２ＣＬ２中) ： δ　９．７８（ｔ，１Ｈ）、９．２９（ｔ, １Ｈ）、
８．０２（ｍ，１Ｈ）、７．９６（ｍ，１Ｈ）、７．０４（ｄｄ，１Ｈ）、６．９４（ｄ
ｄ，１Ｈ）、６．３５～６．４３（ｍ，２Ｈ）、５．８２（ｄ，１Ｈ）、５．４５（ｔ，
１Ｈ）、３．８３～３．９７（ｍ，６Ｈ）、１．０６（ｔ，９Ｈ）.
 
＜実施例２２＞　（Ｂ－１２）の合成
３塩化イリジウムｎ水和物を０．０３ｇ、４－フルオロ－２－（４－フルオロフェニル）
ピリジンを０．８１３ｇ、エチレングリコールを１２ｍＬ、をナスフラスコに入れた。こ
のナスフラスコをマイクロ波発振装置（ＨＩＴＡＣＨＩ製、ＭＲ－２５０）に入れ、反応
装置の上部には還流冷却管を取り付けた。還流冷却管の上部からはテフロン（登録商標）
管を通じて、この溶液にアルゴンガスを２０分間通気した。その後、マイクロ波（２４５
０ＭＨｚ）を９０分間照射した。この溶液を室温まで冷却した後、アルゴンガスを止め、
ろ過して得られた固体をメタノールで洗浄後、シリカゲルカラムクロマトグラフィー（溶
媒：ジクロロメタンとメタノールの混合溶媒）により分離精製した。化合物の同定は、1

Ｈ―ＮＭＲを用いて行い、フェイシャル体とメリジオナル体が得られたことがわかった。
フェイシャル体：1Ｈ―ＮＭＲ (ＣＤ２ＣＬ２中) ： δ　７．６２（ｄｄ，３Ｈ）、７．
５６（ｄ, ３Ｈ）、７．５０（ｔ，３Ｈ）、６．７５（ｄｄ，３Ｈ）、６．６５（ｄｄ，
３Ｈ）、６．３５（ｄ，３Ｈ）.
メリジオナル体：1Ｈ―ＮＭＲ (ＣＤ２ＣＬ２中) ： δ　７．６０～７．６４（ｍ，３Ｈ
）、７．４８～７．５７（ｍ, ４Ｈ）、７．３７（ｓ，１Ｈ）、７．３３（ｄ，１Ｈ）、
６．７２～６．７６（ｍ，２Ｈ）、６．６０～６．６５（ｍ，３Ｈ）、６．５７（ｄ，１
Ｈ）、６．３２～６．４０（ｍ，３Ｈ）.
 
＜実施例２３＞　（Ｂ－５０）の合成
（Ｄ－１）の代わりに、（Ｄ－１３）を用いる以外、実施例７と同様に合成することで目
的化合物を得た。化合物の同定は、1Ｈ―ＮＭＲを用いて行った。
1Ｈ―ＮＭＲ (ＣＤＣＬ３中) ： δ　８．６９（ｔ, １Ｈ）、８．３４（ｄ，１Ｈ）、７
．９４（ｄｄ，１Ｈ）、７．７６（ｄ，１Ｈ）、７．４６～７．５９（ｍ，４Ｈ）、７．
４１（ｄｄ，１Ｈ）、７．３４（ｔ，１Ｈ）、６．９５（ｄｄ，１Ｈ）、６．６８～６．
７５（ｍ，２Ｈ）、６．６３（ｄｄ，１Ｈ）、６．０４（ｄ，１Ｈ）、５．８０（ｄ，１
Ｈ）.
 
＜実施例２４＞　（Ｂ－４７）の合成
（Ｄ－１）の代わりに、（Ｄ－１４）を用いる以外、実施例７と同様に合成することで目
的化合物を得た。化合物の同定は、1Ｈ―ＮＭＲを用いて行った。
1Ｈ―ＮＭＲ (ＣＤ２ＣＬ２中) ： δ　８．２９（ｄ, １Ｈ）、８．０１～８．０８（ｍ
，２Ｈ）、７．８６～７．９１（ｍ，２Ｈ）、７．５７（ｄ，１Ｈ）、７．３５～７．４
６（ｍ，３Ｈ）、６．８４～６．９６（ｍ，３Ｈ）、６．６２（ｄ，１Ｈ）、６．３９（
ｄ，１Ｈ）.
 
＜実施例２５＞　（Ｂ－１）の合成
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４－フルオロ－２－（４－フルオロフェニル）ピリジンの代わりに４－フルオロ－２－（
２，４－ジフルオロフェニル）ピリジンを、それぞれ用いる以外、実施例２２と同様に合
成することで目的化合物を得た。化合物の同定は、1Ｈ―ＮＭＲを用いて行った。
 
本発明化合物の発光特性を以下に示す。
【００４４】
＜実施例２６＞　本発明化合物（Ｂ－３４）
　本発明化合物（Ｂ－３４）をＴＨＦに溶解させ、アルゴンガスを通気した後、島津製作
所製ＲＦ－５３００ＰＣを用いて、室温での発光スペクトルを測定したところ、発光極大
波長は、４７０nmであった。発光の量子収率は０．８２であり、非常に高い値を示した（
キニン硫酸塩の０．５Ｍ硫酸溶液中での量子収率０．５４６を基準とした）。
＜比較例１＞（フッ素原子が導入されていない場合）
　前式（Ｃ）で表される化合物のＴＨＦ中での発光スペクトルを測定したところ、発光極
大波長は、４７４nmであった。
＜比較例２＞（オルト位にフッ素原子を導入した場合）
　式（Ｑ）で表される化合物のＴＨＦ中での発光スペクトルを測定したところ、発光極大
波長は、４９４nmであった。
【化１６】

【００４５】
＜比較例３＞（パラ位にフッ素原子を導入した場合）
　式（Ｒ）で表される化合物のＴＨＦ中での発光スペクトルを測定したところ、発光極大
波長は、４８１nmであった。
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【化１７】

＜実施例２７＞　本発明化合物（Ｂ－２１）
　本発明化合物（Ｂ－２１）をＴＨＦに溶解させ、アルゴンガスを通気した後、島津製作
所製ＲＦ－５３００ＰＣを用いて、室温での発光スペクトルを測定したところ、発光極大
波長は、４８２nmであった。
＜比較例４＞（フッ素原子が導入されていない場合）
　前式（Ｂ）で表される化合物のＴＨＦ中での発光スペクトルを測定したところ、発光極
大波長は、４８５nmであった。
 
＜実施例２８＞　本発明化合物（Ｂ－１３６）
本発明化合物（Ｂ－１３６）をＴＨＦに溶解させ、アルゴンガスを通気した後、島津製作
所製ＲＦ－５３００ＰＣを用いて、室温での発光スペクトルを測定したところ、発光極大
波長は、４３９nm及び４６８nmであった。
＜比較例５＞（フッ素原子が導入されていない場合）
　前式（Ｄ）で表される化合物のＴＨＦ中での発光スペクトルを測定したところ、発光極
大波長は、４４４nm及び４７４nmであった。
 
＜実施例２９＞　本発明化合物（Ｂ－９１）
本発明化合物（Ｂ－９１）をＴＨＦに溶解させ、アルゴンガスを通気した後、島津製作所
製ＲＦ－５３００ＰＣを用いて、室温での発光スペクトルを測定したところ、発光極大波
長は、４５７nm及び４８３nmであった。
＜比較例６＞（フッ素原子が導入されていない場合）
　前式（Ｈ）で表される化合物のＴＨＦ中での発光スペクトルを測定したところ、発光極
大波長は、４６０nm及び４８７nmであった。
 
＜実施例３０＞　本発明化合物（Ｂ－１１８）
本発明化合物（Ｂ－１１８）をＴＨＦに溶解させ、アルゴンガスを通気した後、島津製作
所製ＲＦ－５３００ＰＣを用いて、室温での発光スペクトルを測定したところ、発光極大
波長は、４６６nm及び４８９nmであった。
＜比較例７＞（フッ素原子が導入されていない場合）
　前式（Ｎ）で表される化合物のＴＨＦ中での発光スペクトルを測定したところ、発光極
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＜実施例３１＞　本発明化合物（Ｂ－１０６）
本発明化合物（Ｂ－１０６）をＴＨＦに溶解させ、アルゴンガスを通気した後、島津製作
所製ＲＦ－５３００ＰＣを用いて、室温での発光スペクトルを測定したところ、発光極大
波長は、４５４nm及び４８３nmであった。
＜比較例８＞（フッ素原子が導入されていない場合）
　式（Ｓ）で表される化合物のＴＨＦ中での発光スペクトルを測定したところ、発光極大
波長は、４５８nm及び４８７nmであった。

＜実施例３２＞　本発明化合物（Ｂ－１４８）
本発明化合物（Ｂ－１４８）をＴＨＦに溶解させ、アルゴンガスを通気した後、島津製作
所製ＲＦ－５３００ＰＣを用いて、室温での発光スペクトルを測定したところ、発光極大
波長は、４５５nm及び４７８nmであった。
＜比較例９＞（フッ素原子が導入されていない場合）
　式（Ｔ）で表される化合物のＴＨＦ中での発光スペクトルを測定したところ、発光極大
波長は、４５７nm及び４８５nmであった。



(45) JP 4496357 B2 2010.7.7

10

20

30

40

50

＜実施例３３＞　本発明化合物（Ｂ－１２）
本発明化合物（Ｂ－１２）をトルエンに溶解させ、アルゴンガスを通気した後、島津製作
所製ＲＦ－５３００ＰＣを用いて、室温での発光スペクトルを測定したところ、発光極大
波長は、４７８nmであった。
＜比較例１０＞（フッ素原子が導入されていない場合）
　式（Ｖ）で表される化合物のトルエン中での発光スペクトルを測定したところ、発光極
大波長は、４８３nmであった。

【００４６】
　以上の結果より、２－フェニルピリジン誘導体配位子のピリジン環に、置換フェニル基
に対しメタ位にフッ素原子を導入することにより、フッ素原子を導入前の公知イリジウム
錯体や、オルト位またはパラ位にフッ素を導入したイリジウム錯体と比べ、その発光は短
波長シフトすることが明らかになった。一例として、本発明化合物と公知化合物の室温Ｔ
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ＨＦ中の発光スペクトル（４００～５００nmの範囲を拡大）を図１～４に示す。
 
【００４７】
　図１～４の発光スペクトルの比較により、本発明化合物（Ｂ－３４）、本発明化合物（
Ｂ－１０６）、本発明化合物（Ｂ－１１８）、および、本発明化合物（Ｂ－１３６）、は
、前式（Ｃ）、前式（Ｓ）、前式（Ｎ）、および、前式（Ｄ）で表される比較化合物と比
較して、それぞれ発光スペクトルが短波長シフトし、青色領域の発光成分が相対的に増大
していることがわかる。すなわち、本発明化合物は、青色純度に優れ青色発光材料として
好適に用いることができる。
【００４８】
　なお、その他の本発明イリジウム錯体についても、２－フェニルピリジン誘導体配位子
のピリジン環にフッ素原子を導入していない公知イリジウム錯体と比較して、発光スペク
トルが２～５nm程度、短波長シフトすることが観測された。
【００４９】
　以上のことから、青色発光イリジウム錯体を設計するために、配位子である２－フェニ
ルピリジン誘導体配位子のピリジン環に、置換フェニル基に対しメタ位にフッ素原子が導
入された、前記一般式（１）で表される新規イリジウム錯体が、公知イリジウム錯体と比
較して、その発光スペクトルが短波長シフトし、青色発光の色純度が改善されることがわ
かった。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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